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第１　はじめに――本書面の構成

　　　本書面では、前回の第２準備書面に引き続き、主に被告の立法不作為の違憲性・違法性について論じる。

　　　まず、第２では、戦後間もなく、被告国が戦時災害保護法を意図的に廃止し、民間人の空襲被災者の救済の必要性は当時から高かったにもかかわらず故意にこれを拒否した経緯について述べ、その侵害行為の端緒としての重大性を論じる。

　　　次いで、第３及び第４では、被告国が戦時災害保護法を廃止した後、ずっと空襲被災者の救済を拒否し続けてきたこと、及び、その一方で救済の対象を軍人・軍属をはじめとして恣意的に拡大し、国家との間に雇用関係などが存在したとは言いえない場合にまで救済を拡大してきたことを指摘し、その反面で、今なお空襲被災者の救済を拒否し続けることの不合理性を論じる。

　　　第５では、空襲被災者の救済を拒否する国の主張の根拠はいずれも成り立ち得ないものであることを明らかにする。

　　　最後に第６では、特に原爆被爆者の場合と比較しつつ、空襲被災者の救済をしないことの違法性・不当性を論じる。

第２　侵害行為の端緒とその重大性

――空襲被災者への援護（戦時災害保護法）の廃止
１　序説
　　　訴状（以下、単に「訴状」という場合は、平成２０年（ワ）第１６１７８号事件の訴状を指す。）３２頁以下で述べたとおり、戦時中および終戦直後までは、民間人の空襲被災者も被告国による援護対象とされていた。
　ところが、１９４６（昭和２１）年９月に戦時災害保護法が廃止され、空襲被害者に対する援護制度は消滅した。これは、当時の空襲被災者が置かれた悲惨な実情を顧みない冷酷な仕打ちであった。同法の廃止は、被告国が空襲被災者の救済を放置し続けるという侵害行為（訴状３１頁）の端緒をなす行為であるとともに、手厚い援護を受ける軍人軍属と空襲被災者との不平等を拡大させる重大な要因であった（訴状５８頁）。
　　　以下において、①空襲被災者が終戦時に極めて悲惨な状況にあり、被告国もその援護の重要性を認めていた事実を指摘するとともに、②一層の充実が求められていた空襲被災者の援護を廃止する一方で軍人軍属への援護を復活するという被告国の方針に対して、当時すでに強い批判がなされていた事実を指摘する。これらの事実をみれば、空襲被災者と軍人軍属との格差・不平等は、出発点の段階ですでに重大な不合理性を帯びていたことは明らかである（その不平等性が更に拡大していった事実についても後述する。）。
２　終戦当時、被告国は空襲被災者の援護を約束していた
（１）戦時中に存在した戦時災害保護法（昭和１７年法律第７１号）
　　　　被告国は、太平洋戦争末期および終戦直後において、空襲被災者の援護を徹底するとの方針を繰り返し言明していた。単に援護制度が存在していたというだけでなく、後でみるように被災者援護は重要施策であるという政府方針を打ち立てたり、そのことを国民に言明したりしたのである。
　　　　被災者援護の基本となる法令は、太平洋戦争開戦の翌年である１９４２（昭和１７）年に制定された戦時災害保護法である。これは、当時存在した救貧立法である救護法（昭和４年法律第３９号）や、後に成立する旧生活保護法（昭和２１年法律第１７号）よりも多様かつ手厚い援護策を定めるものである。

　　　　この戦時災害保護法は、太平洋戦争の開戦に伴い、軍人以外の者も戦争のために動員する総力戦体制を法的に担保するために作られた法律であった。すなわち、同法の制定それ自体が、軍人とそれ以外の一般国民とを区別しないことを前提にしていたのである。池谷好治意見書（甲Ｂ１号証）も、「第２次大戦期になると、戦争への総動員体制確立を目指す中、軍人以外を対象とした援護施策も講じられるように至る」（同書証６頁下から６行目）、「これら一連の立法は、本土数十万人単位の膨大な原爆・空襲犠牲者数を待つまでもなく、先の大戦が実態として「戦場」と「銃後」を分別しえぬ総力戦であった事実の傍証例といえる」（同書証８頁）と指摘している。さらに池谷は、陸軍省報道部校閲による『国民防空書』が、第１次大戦までは「戦線と銃後の区別」が存在していたのに比べ、第２次大戦においては、航空機の発達によって戦争形態が一変し、「国内も戦場」化し、国民全員が敵機来襲に対する国土防衛の戦士だと説いていたことを紹介している（同書証８頁最終行～９頁）。

第２次大戦がこのような戦争だったからこそ、ヨーロッパ諸国においても軍人と一般の民間人を区別することなく救済する法制（国民平等主義、訴状５９頁）が一般となっているのである。
　以下、当時の戦時災害保護法の内容および実施の実情について見てみることとする（同法の条文は甲Ｂ３６号証１８３頁以下参照）。
ア　援護の対象・・・空襲に起因する災害を幅広く包摂
　　　　　戦時災害保護法は、援護の対象とされる「戦時災害」について、以下のように規定していた。
　　　　　第１条　戦時災害ニ因リ危害ヲ受ケタル者並ニ其ノ家族及遺族ニシテ帝国臣民タルモノハ本法ニ依リ之ヲ保護ス
　第２条　本法ニ於テ戦時災害トハ戦争ノ際ニ於ケル戦闘行為ニ因ル災害及之ニ起因シテ生ズル災害ヲ謂フ
　　　　　このように本法は、空襲などの戦闘行為により直接生じた災害だけでなく、「之ニ起因シテ生ズル災害」による被害も対象としている。例えば、空襲により避難場所に殺到した者が負傷した場合や、空襲により橋梁が破壊されたのを知らずに通行して負傷した場合なども、戦時災害にあたるというのが政府の公式見解であった（甲Ｂ３６号証２１頁１～４行目）。このように、同法の援護の対象は幅広いものであった。
イ　援護の内容
　　　　　戦時災害保護法３条は、被災者への保護の内容を３種類（救助、扶助、給与金ノ支給）定めている。その具体的内容は以下のとおりである。
（ア）救助・・・資力要件を設けず、無償で多様な応急措置
　　　　　　同法は、罹災時の応急措置としての「救助」について、次のように規定する。
　戦時災害保護法
　　　　　第５条　救助ハ戦時災害ニ罹リ現ニ応急救助ヲ必要トスル者ニ対シ之ヲ為ス
　　　　　第６条　救助ノ種類左ノ如シ
一　収容施設ノ供与
二  焚出（たきだし）其ノ他ニ依ル食品ノ給与
三  被服、寝具其ノ他生活必需品ノ給与 及 貸与
四  医療 及 助産
五  学用品ノ給与
六  埋葬
七  前各号ニ掲グルモノノ外地方長官ニ於テ必要ト認ムルモノ　（以下略）
　　　　　　このように、同法は救助の対象者を「現ニ応急救助ヲ必要トスル者」と定めており、その者の貧富・資力を要件としていない（甲Ｂ４号証１１６２頁）。
　そして、救助の内容は上記のとおり多岐にわたっており、衣食住のすべてについて無償での現物給付がなされていた。上記規定に基づいて、空襲後に仮設住宅が建設されたり、旅館や公的施設を収容施設（居住場所）に指定する措置がとられるなどした。
　　　　　　これら救助の内容は、救貧立法である救護法には例のない多種多様な内容となっており、空襲被災者への独自の援護策を用意するものであった。
（イ）扶助・・・救護法より緩やかな基準で、多額の資金供与
　　　　　　戦時災害保護法は、戦災による傷病者および遺族への生活支援制度として「扶助」を定める。
　　　　　　扶助の対象者は、戦時災害による傷病のために「生活スルコト困難ト為リタルモノ」、すなわち生活困難者である（１６条）。これは、当時の救貧立法であった救護法が救護要件とした「生活スルコト能ハザルトキ」、すなわち生活不能者よりも緩やかな要件である（救護法の条文は、甲Ｂ５５号証１５９頁以下を参照）。なお、戦災による傷病者だけでなく、その配偶者・直系卑属も扶助を受けられる。
　　　　　　扶助の種類については、生活扶助、療養扶助、出産扶助、生業扶助（１７条）と、埋葬または埋葬費の支給（１９条）の合計５種類がある。その内容について、同法および同法施行規則は次のように定められていた（同法施行規則の条文は甲Ｂ３６号証１９２頁以下参照）。
　　　　　戦時災害保護法
　　第１７条　扶助ノ種類左ノ如シ
　　　　　　　　　　一　生活扶助
　　　　　　　　　　二　療養扶助
　　　　　　　　　　三　出産扶助
　　　　　　　　　　四　生業扶助
　　　　　　第１９条　扶助ヲ受クル者死亡シタル場合ニ於テハ命令ノ定ムル所ニ依リ埋葬ヲ行ヒ又ハ埋葬ヲ行フ者ニ対シ埋葬費ヲ給スルコトヲ得
　　戦時災害保護法施行規則
　　　　　　第１１条
　　　　　　　　　　一　生活扶助ハ金銭又ハ物品ヲ給与スルコトニ依リ之ヲ行フ
　　　　　　　　　　二　療養扶助ハ療養ヲ為スコトニ依リ之ヲ行フ
　　　　　　　　　　三　出産扶助ハ助産ヲ為スコトニ依リ之ヲ行フ
　　　　　　　　　　四　生業扶助ハ生業ニ必要ナル資金、器具、資料ノ給与若ハ貸与ヲ為シ又ハ生業ニ必要ナル技能ヲ授クルコトニ依リ之ヲ行フ
　
  　　　　当時の救貧施策を定める救護法１０条は、「救護」の４類型（生活扶助、医療、助産、生業扶助）を規定していたが、戦時災害保護法は更に、埋葬または埋葬費の支給という類型を加えて援護の内容を拡大しているのである
　生活扶助の額は、一日６０銭とされており、これは救護法による生活扶助費一日５０銭よりも高い金額であった（甲Ｂ４号証１１６５頁）。
（ウ）給与金の支給・・・数か月の生活には支障のない金額を支給
　　　　　戦時災害保護法は、戦時災害による死亡者遺族や戦災障害者（同法２２条）、戦時災害により住宅や家財を滅失・毀損させた所有者（同法２３条）、戦時災害を受ける危険性の高い業務従事者および遺族（同法２４条）に対する「給与金」を一時支給することを定めていた。
　　　　　これには年間所得が７千円を超えるときは支給しないなどの所得制限（同法施行規則１４条、１６条）があった。しかし、１９４４（昭和１９）年当時の警察巡査の初任給は月額４５円（年額５４０円）である。同法の所得制限に該当するのは、平均程度以上の裕福な家庭に限られていた。当時の救護法における「生活不能」や、戦時災害保護法１６条の扶助における「生活困難」の要件と比較すると、極めて緩やかな基準であった。
　　　　　給与金の額は、同法施行令の「別表第二」（甲Ｂ３６号証１９２頁）において、以下のように定められていた。前述の警察巡査の初任給（月４５円）の約８～１６ヶ月分にあたる金額が支給されていたことになる。
　　　　　遺族給与金　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円
          傷害給与金　　終身雇用が不可能　　　　　　　　７００円
              同        終身義務に服することが不可能  　５００円
              同        著しい障害、女子の外貌に醜状痕　３５０円
　　　　　　このように、戦時災害保護法は、戦災者や遺族に対して、きわめて緩やかな所得制限に該当しない限り、少なくとも数カ月間は生活に困らない程度の給与金を支給していた。現在の国家補償の水準と比較すれば不十分な内容ではあるものの、戦時中の救護法にも戦後の旧生活保護法にもみられない多種多様な被災者援護の措置がとられていたのである。
（２）被告国は空襲被災者の援護を重視し、国民に周知した
ア　国民を防空消火に駆り立てるための周知宣伝
　　　　　上記のように、被告国は、空襲被災者に対する各種の援護措置を整備していた。
　　　　　そして、そのことを国民に対して広く周知宣伝していた。その目的としては、国民に果敢な防空消火活動を義務付けて、それを実効化するためには、「援護措置があるのだから、被害を恐れずに防空義務を果たして国を守れ」という必要性もあったと思われる。それとともに、空襲被害を受けた国民が生活再建を果たすことが国力増強にもつながるという考えもあったと思われる。
　　　　　たとえば、国民に課した強度の防空義務の内容を説明する「昭和１８年　時局防空必携」（甲Ａ１８号証）の２３頁には、「七　空襲ニヨル被害ノ救済ト保険」という項目を設けて、罹災者の食料・衣料・住居・家屋・人的物的被害について「応急救済ノ準備」が講じられていると記載されている（この「時局防空必携」の性質および内容については、原告ら第１準備書面４０～４２頁参照）。
　政府情報局が発行した「写真週報１８３号」（甲Ａ１９号証）は、命を投げ出して国を守れという「防空必勝の誓」を掲載する一方で、「罹災者はどうなる」という項目（１９頁）を設けて、紙面の多くを用いて戦時災害保護法による救済制度を説明している。
　　　　　厚生事務官による解説書「空襲罹災者の保護」（甲Ｂ３６号証）は、空襲被災者の援護は「國民士気の昂揚という点から、それが国土防衛上如何に重大意義を持つかといふことについては、今更茲に説くまでもない」、「この様な制度が存在するといふことを一般國民に熟知せしめることだけで既に、國民心理の上に少からざる積極的効果を及ぼす」と述べている。こうした理由から戦時災害保護法の内容を周知するために、同法制定から２年以上が経過した１９４４（昭和１９）年５月にこの書籍が刊行されたのである（甲Ｂ３６号証・序文１～２頁）。
イ　空襲激化に伴い、さらに被災者援護の重視が方針化された
　　　　　１９４５（昭和２０）年に入り、軍事拠点を中心とする空襲が増加してきたのを受けて、被告国は同年１月１９日に「空襲対策緊急強化要綱」（甲Ａ２６号証）を閣議決定した。そこには、重要都市からの人口流出の防止のために、「地方転出防止ニ関シ強力ナル指導ヲ加ヘ職域死守ノ敢闘精神ヲ昂揚セシムルトトモニ所要ニ応ジ防空法又ハ国家総動員法ニ依リ之ガ残留を確保セントス」という徹底した都市防空の義務付けを宣言すると同時に、被災者援護については、「戦時災害保護法ニ依ル保護費ノ限度引上ゲ竝ニ保護ノ迅速化ヲ図ル為必要ナル措置ヲ講ズルト」と述べている。
　　　　　被告国が、空襲からの避難を禁止して国民に防空義務を課したことについては原告ら第１準備書面２３頁以下で詳述したとおりであるが、このことは、被害に遭った場合には救済の途があると述べることによって士気を鼓舞することなしには不可能だったのである。
（３）戦時災害保護法の実施状況

・・・支出は急増し、軍人軍属への保障より多額に
　　　　１９４２（昭和１７）年に戦時災害保護法が施行されてから１９４５（昭和２０）年の終戦までに、同法による援護の実施件数・金額は下記のように増大していった。空襲の激化と被害の拡大に応じて、援護の実施件数も急増したのである（甲Ｂ４号証１１７０頁）。
                            件数　　　　　　　　　費用（支給額と実施費用）
　　　１９４２年　　　　　　　１，４６９件　　　　　　　２６３，２５５円
　　　１９４３年　　　　　　　２，２４８件　　　　　　　１９９，２７４円
　　　１９４４年  　　１，１６３，６０１件　　　　１５，５３２，１２５円
　　　１９４５年　  １５，９７７，７０４件    　７８５，５９８，７５５円
　　　　なお、軍事扶助法による傷痍軍人や軍人遺族への補償額も、１９４３（昭和１８）年には約１億円、１９４５（昭和２０）年には約２億２千万円と徐々に増加している。１９４５年には、戦時災害保護法による支出額が、軍事扶助法の支出額を逆転して大きく上回ることになった。
　　　　このことは、終戦前後に極めて多くの空襲被災者が援護を必要としていたことの表れである。当時において、決して軍人軍属よりも空襲被害者の方が援護の必要性が低いということはなかったのである。
（４）終戦後、戦災者の援護は政治的な重要課題となった
　　　　１９４５（昭和２０）年３月の東京大空襲を皮切りに、全国の都市が空襲の火の海に包まれ、極めて多数の犠牲者を生みだして終戦を迎えることとなった。
　　　　空襲による死亡者遺族と被災者は悲惨な窮状におかれ、飢餓に苦しむ市民、家と仕事を失って浮浪者となる者、親を失った戦災孤児などが街にあふれた。
　　　　そのような社会状況からみて、空襲被害者を援護する必要性は極めて高かった。もちろん被告国もそのことを明確に認識した。それゆえ、被告国は幾度にもわたって被災者援護を重視すると言明し、そのことを国民にも周知した。
　　　　以下、そのことが分かる政府発表や新聞記事を紹介する。
ア　終戦時の「詔書」
　　　　　被告国は、１９４５（昭和２０）年８月１４日付の「詔書」において、ポツダム宣言の受諾および第二次世界大戦の終結を国民むけに発表した（ただし、その発表は翌１５日にラジオ放送で行われた。いわゆる「玉音放送」である。）。
　同「詔書」は、「戦傷ヲ負ヒ災禍ヲ蒙リ家業ヲ失ヒタル者ノ厚生ニ至リテハ朕ノ深クEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(しん),軫)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ねん),念)スル所ナリ」と述べている（甲Ｂ４４号証の新聞記事）。　

ここで「戦傷」とは戦闘行為による負傷を意味しており、「災禍ヲ蒙リ」および「家業ヲ失ヒタル者」とは戦闘行為以外の空襲等による被害を意味することは明らかである。これらの者に対して援護をすることを被告国が自ら天皇の言葉として述べているのである。
　　　　　この詔書を引用して空襲被害者の援護を求める新聞記事については、後で述べる。
イ　終戦時の「内閣告諭」・・・「戦災者の援護」を明記
　　　　　上記の「詔書」と同日に作成された「内閣告諭」において、鈴木貫太郎首相は、「特に戦死者、戦災者の遺族及び傷痍軍人の援護に付ては國民悉く力をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(いた),效)すべし」と述べている（甲Ｂ４４号証の新聞記事）。
　この告諭も、「戦死者」や「傷痍軍人」という言葉とは明確に区別をして「戦災者」という用語を用いて、その援護の必要性を述べている。当時の被告国が、空襲被害者の援護の必要性を強く認識していたことの表れである。
ウ　防空総本部長官も「罹災者の援護」を約束
　　　　　広く国民が空襲時に避難することを禁止され、「民防空」の名の下で、罰則をもって防空・消火義務を課せられていたことは原告ら第１準備書面２３頁以下で詳述したとおりである。
　　　　　この「民防空」は、１９４５（昭和２０）年８月２２日に終止命令が出されて終結することになった。これに際して、山崎防空総本部長官は、同年８月２１日付の談話で次のように述べた。
　　　　「昭和十六年十二月防空実施命令の出ましてより三年九箇月の間國民各位は民防空の遂行に献身の努力を捧げて参つた、殊に防空従事諸君の一身一家を顧みざるの健闘と一般國民諸君の昼夜を分たざるの敢闘とは今更の如く感謝に堪へざる所である、関係各方面の努力に拘らず幾多の都市は灰塵に帰し生命財産を失ひ多数の罹災者を出すに至つたことは遺憾の極みに存する、戦災地の復旧 罹災者の援護等に関しては政府において十全の措置を講ずるの決意を有して居るが防空の終止に際し茲に深甚なる感謝と御同情を申上ぐる次第である」（甲Ｂ４６号証の新聞記事。文中の句読点は新聞記事原文のとおり。下線は原告ら代理人による。）
　　　　　この防空総本部長談話において注意を要するのは、次の二点である。
　　　　　第一に、上記談話は「防空従事者諸君」と「一般國民諸君」の両方に対して果敢な防空従事への感謝を述べている。このことは、防空法（甲Ａ２３号証）６条１項により従事命令を受けた防空従事者だけでなく、すべての国民が「民防空」の体制に組み込まれたために空襲の危険に身をさらされたことに基づくものである。
　　　　　第二に、上記談話は「罹災者の援護」について政府が「十全の措置を講ずるの決意を有して居る」と明言している。空襲被災者が困窮している実情をみれば、政府が援護を約束するのは当然であったと思われる。それと同時に、政府の戦争責任を問おうとする国民感情が芽生えつつあるなかで、国民の反発を抑えるためには、上記のように被災者への援護を約束することは不可欠であったと思われる。
　　　　　このように、終戦後の被告国は、空襲被災者の援護の必要性・重要性を認め、国民に対して被災者援護を約束していたのである。
エ　「犠牲者の援護喫緊」と述べる新聞記事
　　　　　被告国による終戦発表を受けて、戦争被害の救済を求める声が国民の中から高まってきた。そのことは、次に挙げる新聞記事や、後に紹介する戦災者同盟の活動などからも明らかである。
　　　　　終戦発表の２日後の朝日新聞の第１面には、「犠牲者の援護喫緊 再生へ 大規模な社會政策」と題する記事が掲載された（甲Ｂ４５号証の新聞記事）。　　

そこには、次のように記載されている。
　　　　「今後日本國民が辿らねばならぬ新生の道は （中略） とりわけては、戦死者の遺家族、戦傷者、戦災者への温かい心づかひなくしては、この暗夜行路を黎明まで歩き通すことは出来ないのだ。 （中略） 我が國の指導者としては、決してこの國民の、悲願成就まであらゆる犠牲に耐へるといふ気持に甘えてはならない、こゝに大規模の社會政策が時局の要請とされる所以があるのだ。 （中略） 『戦傷ヲ負ヒ災禍ヲ蒙リ家業ヲ失ヒタル者ノ厚生ニ至リテハ朕ノ深ク軫念スル所ナリ』と宣はせられた大御心を拝するまでもなく、今次戦争による前線、銃後の各犠牲者に対して政府は宜しく徹底且つ強力なる救援の措置を講ずるべきである。」（下線は原告ら代理人による。）
　このように、終戦直後の新聞記事は、天皇の詔書（玉音放送）の言葉も引用しつつ、「戦災者への温かい心づかひ」が必要と述べ、国民の自助努力ではなく政府による社会政策が必要だと説き、「前線、銃後の各犠牲者」すなわち軍人と民間人の双方に対して「徹底且つ強力な援護の措置」を求めているのである。
　　　　　これは、単に当時の新聞記者が独自の個人的見解を述べたというものではない。終戦の２日後という重大局面の紙面において、特に強調すべき社論として１面の記事に掲げられたものである。戦争責任や戦後処理についてはいまだ方向も見定められない時点ではあるが、「銃後」の空襲被害者を含む戦争被害者に対する援護が必要であることは明らかであるとして、このような論陣が張られたのである。
オ　「戦災者」を援護対象とする閣議決定
　　　　こうした情勢を受けて、政府も空襲被災者援護を重視する方針を明確に打ち出した。
　　　　すなわち、１９４５（昭和２０）年１２月１５日に閣議決定された「生活困窮者緊急生活援護要綱」（甲Ｂ３７号証）は、下記の者を対象に緊急生活援護を行い、「当面セル生活困窮ノ状態ヲ匡救セントス」と定めたのである。
「生活困窮者緊急生活援護要綱」（甲Ｂ３７号証）
　　「生活援護ノ対象ト為スベキ者ハ一般国内生活困窮者及左二掲グル者ニシテ著シク生活ニ困窮セルモノトス
　　　　一　失業者
　　　　二　戦災者
　　　　三　海外引揚者
　　　　四　在外者留守家族
　　　　五　傷病軍人及其家族並二軍人ノ遺族」
　　　　ここでは、二項の「戦災者」と五項の「軍人」およびその家族・遺族とは並列に記載されている。特に軍人・軍属を優先的に扱うべきとはされていない。もちろん、国との雇用関係があった者か否かによる区別もされていない。上記のうち「著シク生活ニ困窮セルモノ」に対しては、平等かつ公平に生活援護を行う趣旨が看てとれるのである。
　　　　そして、注意すべきことは、上記要綱が特に「戦災者」という言葉を用いている点である。同要綱の制定は終戦４ヶ月後であり、都市も農村も混乱・疲弊した状況にあった。そのため、戦災者でなくとも困窮に陥っている者は多数いたのであり、その類型は多種多様であった。したがって、特に「戦災者」という要件を定めなくとも、一定の資力要件や収入基準を満たす者を全て援護対象とする施策も考えうるところである。しかし、上記の要綱は、特に「戦災者」という類型を規定することによって、特にその援護を重視すべき姿勢を明確化したのである。
カ　終戦直後から、空襲被害者の窮状は悲惨を極めた
　　　　１９４５（昭和２０）年８月の終戦後、最初の冬を迎えた国内各都市は、空襲被災者や戦争孤児の餓死が相次ぐ深刻な状況となった。戦災者への援護の必要性は、終戦後も一層高まっていったのである。
　　　　そのことは、以下に紹介する新聞記事からも窺える。
（ア）「始まっている 死の行進」、「餓死はすでに全国の街に」
　　　　　１９４５（昭和２０）年１１月１８日付朝日新聞（甲Ｂ４７号証）は、「始まってゐる　死の行進　餓死はすでに全國の街に」という見出しで、戦災者を中心とする飢餓状況を報道している。同記事は次のように餓死者が続出しているという。
　　　　　仙台市　　「行路死者数は最近一日一人平均に増し殆ど栄養失調である」
　      　　  　  　「戦災のため身許不明」となった死者の事例がある
　　　　　甲府市　　「餓死者」が増加。「浮浪者は戦災で行き場がなくなつたもの」が増加。
　　　　　横浜市　　 餓死者は１１月に入って一日３名に増加。
　　　　　　　　　　「戦災で身内を失ひ、困窮の結果の餓死といふものもある」
　　　　　名古屋市　「名古屋駅附近だけでも毎日のやうに二、三名ずつが行き倒れてゐる」
　　　　　　　 　　　収容された餓死者のうち、「戦災と敗戦で家と職を失った中年以上の者が大多数を占めている」
　　　　　大阪市　 　大阪警察局発表の餓死者数は以下のとおり。
              　　 　　８月 　 ６０名
　　　　　　　　　　　 ９月 　 ６７名
　　　　　　　　　　　 １０月　６９名
　　　　　　　 　　 「今月十五日現在で、大阪駅附近だけでも既に四十二名の餓死者といふ驚くべき数字だ」
               　　　「大阪でともかくも餓死救護がはじめられたのは本月のはじめである」
　　　　  京都市　 　「京都には各都市から流れ込む戦災浮浪者が日増しに殖えて五百名を超え」た。
　　　　　上記の各記事中に「戦災浮浪者」という言葉が出てくることからも分かるとおり、浮浪者の多くは空襲で家を失った被災者であった。一部には帰還兵（傷痍軍人）が浮浪者になる例もみられたが、行き場を失った者の多くは空襲被災者だったのである。
　　　　　そのことは、次の新聞記事からも分かる。
　　（イ）「浮浪者の大半は戦災者」
  　　　　１９４５（昭和２０）年１２月３日付朝日新聞（甲Ｂ４８号証）は、「浮浪者の大半は戦災者」という見出しの下に、東京の上野駅周辺の浮浪者１５１名を収容したところ、「浮浪者中百五名までが戦災者」であったと報じている。
（ウ）「戦災孤児に対する政府の救済策は決して十分ではない」
   　　　　１９４６（昭和２１）年４月１９日付朝日新聞（甲Ｂ４９号証）は、戦災孤児が飢餓や天然痘のため路上で死亡する例が多数あると報じ、戦災で両親を失い空腹のあまり自殺しようとして助けられた１２歳の少年などを紹介している。
　　　　　同記事は、「戦災孤児に対する政府の救済策は決して十分ではない」、「戦後７ヶ月たつのに彼等の世界にはむごたらしい戦争以上の毎日が続いている」と述べて、被告国の施策を批判している。また、東京都が設置する孤児収容施設の不十分さも指摘している。
　これらの報道からも分かるとおり、空襲被災者や空襲により親を失った戦災孤児らは極めて悲惨な状況に陥った。これらの者に対して、被告国が一刻も早く充実した援護をなすべき必要性は明白であった。
（エ）戦争被災者も救済を求める運動を起こした
　　　　　こうしたなかで、全国の戦争犠牲者らが１９４６（昭和２１）年６月８日に「戦災者団体全国協議會」を開催した（甲Ｂ５０号証）。翌９日には、大阪の「日本戦災者同盟」と東京の「全國戦災者同盟」を統一した「日本戦災者同盟聯合會」が結成され、５項目の対策（戦災復興対策、戦災者の住宅対策、戦災者救護対策、戦災者復興対策、戦災者食糧対策）を要求する決議をあげた（甲Ｂ５１号証）。
　　　　　こうした切実な願いに対する被告国の対応は、次項の第３にみるとおり極めて冷酷なものであった。
第３　被告国による戦災者援護の拒否
１　国民の願いに反する戦時災害保護法の廃止と、軍人軍属への援護の復活
　　　終戦直後から空襲被災者や空襲により生じた戦災孤児らが困窮を極める状況下で、１９４６（昭和２１）年６月までに戦災者同盟などが援護と補償を求める運動が開始されるようになった。本来であれば、こうした実情に目を向けて、早急に援護措置を充実・拡大すべきであった。
　　　ところが被告国は、こうした願いに真っ向から反する政策をとった。すなわち、１９４６（昭和２１）年９月に上記の「戦時災害保護法」を廃止して空襲被災者への援護措置を廃止し、前述の閣議決定による「生活困窮者緊急生活援護要綱」も失効させた。そして、その６年後の１９５２（昭和２７）年に、「戦傷病者戦没者遺族等援護法」を制定して、軍人軍属およびその遺族に対して手厚い援護・補償を開始したのである（その概略は、原告第２準備書面６頁以下で述べた。）。このことに対しては、後述のとおり国会からも学者からも強い批判が出された。
　　　戦時災害保護法の廃止により、「戦災者」という言葉を用いてその援護を定める法令は消滅した。そして、空襲被災者への援護策は、他の一般的施策に承継されることもなかった。そのことを、次にみることとする。
２　空襲被災者を援護する制度は「消滅」した
　　　戦時災害保護法の廃止は、空襲被災者への援護を日本の法制度上から完全に消滅させるものであった。決して、空襲被災者への援護が、他の何らかの施策へと移行した訳ではない。
　　　前述のとおり、１９４２（昭和１７）年に戦時災害保護法が制定された当時は、今の生活保護法に連なる救貧立法として「救護法」（昭和４年法律第３９号）が存在した。その特別法として、特に空襲被災者を援護する「戦時災害保護法」が制定されたのである。
　　　そして、１９４６（昭和４６）年９月に救護法と戦時災害保護法が廃止され、それと同時に旧生活保護法（昭和２１年法律第１７号）が制定された。しかし、このことは「戦時災害保護法の施策が旧生活保護法に引き継がれた」ということを意味しない。なぜなら、旧生活保護法は救護法を継承したものであり、戦時災害保護法が独自に定めた各種の空襲被災者援護施策は全く引き継がれなかったのである。
　　　これは、わずか９ケ月前に閣議決定された「生活困窮者緊急生活援護要綱」が被災者の援護を明記していたことと全く矛盾する方針変更である。
　　　下記の表をみると、戦時災害保護法が定めた各種施策のうち、もともと救護法に同様の規定があったものだけが旧生活保護法に引き継がれたことが分かる（旧生活保護法の条文は、甲Ｂ５５号証１６４頁以下）。
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　　　このようにみると、戦時災害保護法と救護法とに重複する施策だけが旧生活保護法に残されている。

要するに、「救護法の施策だけが旧生活保護法に継承された」ということなのである。決して、「戦時災害保護法の施策が旧生活保護法に継承された」とはいえないのである。
　　　被告国は、国民の切実な願いに反して、わずか９ヶ月前の閣議決定にも反して、１９４６（昭和２１）年９月に空襲被災者の救済を放置する侵害行為を開始するとともに、軍人軍属と空襲被災者との不平等を拡大させ始めたのである。
３　軍人軍属のみを援護することへの強い批判
（１）学者による批判
　　　　空襲被災者への援護を廃止しながら軍人軍属への援護を復活することは、当時の社会において、決して当たり前のように受け止められた訳ではない。
　　　　とりわけ、軍人軍属への援護を定める戦傷病者戦没者遺族等援護法に対しては、当時の著名な法学者から強い批判が提示された。
　　　　たとえば、民事法の大家である鈴木禄彌博士は、「民商法雑誌」２７巻４号（１９５２年７月号）の掲載論文「戦傷病者戦没者遺族等援護法雑考」（谷口知平博士・阿南成一氏と共著）において、以下のように述べている。
　　　　「本法の対象とする（遺族年金の）受給者の範囲は妥当なものとは思えない。（中略）今日わが国において生活を保障されるべき者はいわゆる遺族のみではなく、生活困窮者である。（中略）特に遺族のみが、優先待遇を受ける理由はないのである。」、「戦争被害者は遺族に限られないのであり、戦災者・引揚者等の直接被害者はもとより、全国民が戦争被害者であり、しかもみな―――少くとも充分には―――補償を得ていないのである。（中略）かくのごとく被害者の層が広汎に分布している場合には、結局富者＝被害の少なかったものの犠牲において貧者＝被害の多かったものを救済する一般的な社会政策が行われるべきであり、特殊な被害者群を取り出してこれに賠償を与えるという方法は不当乃至は非合目的的といわざるをえない。」、「特に問題となるのは戦災死者の遺族である。戦時中召集されたか否かはいわば運命の問題であったのであり、軍人・軍属として死んだか市民として死んだかは本質的差異をもつものではない。かく考えると本法の定める弔慰金受給権者の範囲は、妥当とは思われない。」（甲Ｂ３９号証・民商法雑誌２４４～２４５頁）
　　　　このように、鈴木禄彌博士は、空襲被災者と軍人軍属には本質的差異はないと述べ、軍人軍属などの「特殊な被害者群」のみを援護対象とすることに強く反対したのである。
　　　　同法制定時の新聞報道をみても、これと同様の疑問や批判が記されている。戦争被害が色濃く残存する当時において、空襲被害者を置き去りにする立法は国民感情に合致しなかったのであり、上記のように有力な法学者からも批判を受けたのである。
（２）国会審議で出された批判
　　　　戦傷病者戦没者遺族等援護法の法案を審議する第１３回国会衆議院厚生委員会の公聴会（１９５２（昭和２７）年３月２５日）において、早稲田大学教授の末高信氏は、次のように同法案を批判した。
　　　　すなわち、国の費用により与える保護は「無差別平等の原則」が適用されるべきであるとの立場から、戦争による犠牲負担は「あらゆる階層、あらゆる人々に対して、ほぼ同一に発生するものであり、（中略）これらの人々に、何らの特別の措置を講ずることなく、単に軍人の遺族である、あるいは傷病者であるがために特別の措置を講ぜられるということは、国民のうちに、党中党を立てるような感じがありまして、私ども納得できない」と述べた（甲Ｂ５４号証の新聞記事、甲Ｂ４３号証の論文１１６頁）。
　　　　なお、同教授は、翌１９５３（昭和２８）年７月２７日の参議院内閣委員会において、恩給法改正審議の参考人として出席し、戦時災害補償の全面的実行をさしおいて軍人恩給のみを復活するのは不公平であると陳述した。
　　　　こうした批判は、同教授のみならず当時の社会において軍人・軍属のみに手厚い補償をすることへの根強い批判があったことを示すものである。
第４　戦傷病者戦没者遺族等援護法の適用範囲の拡大
１　適用対象の拡大が意味するもの
　１９５２（昭和２７）年４月の戦傷病者戦没者遺族等援護法の制定後、戦争被害者への援護は順次拡大していった。その法形式としては、①各種の援護立法の制定によるものと、②戦傷病者戦没者遺族等援護法の明文改正や通達による解釈変更によるものの２つがあった。
　　　これらの法制定や法改正により、軍人・公務員以外の者が幅広く援護対象となる一方で、依然として空襲被災者は援護を受けられないまま放置される結果となった。
　　　このことは、次の３つの帰結を生じさせた。
① 適用範囲が狭義の「軍人・軍属」に限定されなくなった結果、「国と雇用関係にある者のみ補償をする」という被告国の大義名分が成り立たなくなった。
②　同法および他の援護立法の適用対象が拡大した結果、「援護を受けられない者」の範囲が狭められ、空襲被災者だけが取り残され差別される結果となった。
③　戦闘に参加しない者に対する援護が拡大された結果、生命身体に対する危険性という点で民間の空襲被災者と実質的に何ら異ならない者が援護を受けるようになり、空襲被災者が援護を受けられないことの不合理性は著しく拡大している。
２　戦傷病者戦没者遺族等援護法の改正による対象拡大
　　　各種の援護立法制定による援護対象の拡大については、すでに訴状３３頁および原告第２準備書面７頁以降で述べたとおりである。
　これとともに、戦傷病者戦没者遺族等援護法自体の明文改正や通達による解釈変更により、適用範囲の拡大が急速に進められ、同法の規定は以下のように変容していった。
　　　① 戦闘行為とは無縁の地位にある者も、軍属・準軍属とされた。
　　　② それらの者に対して、戦闘や空襲以外の原因により業務遂行中に生じた傷病についても、同法による障害年金が支給されることになった。
　この点を詳しくみるために、次項３以下に同法の明文改正の経過、および通達による適用対象の拡大経過をみることとする。
　３　明文改正による援護法の対象拡大
戦傷病者戦没者遺族等援護法は、制定当初は陸海軍の兵役にあった者（「軍人」）と、陸軍見習士官や海軍候補生など（準軍属）のみを援護対象としていた（同法２条１項１号）。ところが、法改正により適用対象が急速に拡大していった（甲Ｂ４０号証「援護法Ｑ＆Ａ」２２４～２４５頁）。以下に、改正の順に沿って主要なものを示す。
（１）民間船舶の乗組員
　　　　１９５３（昭和２８）年に、船舶運営会の運航する民間船舶の乗組船員が「軍属」に加えられた（２条１項３号。昭和２８年法律第１８１号。）。
　　　　これは、軍人や公務員ではない民間の海運会社の従業員である。政府や軍部の指揮命令下で就労していた者ではなく、海運会社の指揮命令下で就労していた者である。このような者でも、たまたま船舶運営会を通じて軍需物資などを輸送する船に乗船していた場合には、傷病を受けた場合に軍属と同様に扱われることとなったのである。　
（２）いわゆる「責任自殺」をした者
　　　　１９５５（昭和３０）年には、いわゆる「責任自殺」をした者（終戦時に戦争の指導責任を感じて自殺をした者）の遺族も遺族年金の支給対象に加えられた（附則１１項。昭和３０年法律第１４４号。）。
　　　　これは、戦闘行為や空襲による死亡ではなく、本来の「戦傷病者」には該当しない。それどころか、むしろ戦争を遂行した責任を問われるべき立場の人物であり、多数の国民に重大な戦争被害を与えたことを謝罪すべき立場の人物である。このような人物を「戦傷病者援護」の名の下に手厚い援護を与えながら、悲惨な空襲に苦しんだ民間被災者には何ら補償をしないことには全く合理的理由がない。
（３）民間の被徴用者など
　１９５８（昭和３３）年には、民間の被徴用者・被動員者、民間の国民義勇隊員、民間の戦闘参加者が「準軍属」に加えられた（２条３項１号・２号。昭和３３年法律第１２５号。）
　　　　被徴用者とは、直接の戦闘行為に徴用された者を差すのではなく、国民総動員法により軍需工場や輸送現場での就労を命じられた者である。
　　　　たとえば、徴兵によって男手が不足している職場（国鉄の駅員、路面電車の車掌、被災道路の復旧工事など）での短期就労を命じられた女性なども、これにあたる。これらの場合、被徴用者と国の間に雇用関係が生じることはなく、被徴用者が公務員になる訳ではない。あくまで国が指定した徴用先の事業主（鉄道会社や工事業者）に労務を提供して、その対価を事業主から受け取るものである。
　　　　徴用・動員された業務は、必ずしも戦闘行為による死傷の危険性が高いものではない。たとえば、東京地裁昭和５７年２月９日判決（判例時報１０３５号４１頁、甲Ｂ４２号証）によって戦傷病者等援護法の被動員者と認められた事例は、兵庫県北部の運送業者の運送業者のもとで荷役作業に従事中に転倒して負傷した事例であり、何ら軍事組織の指揮命令下にあった訳でもなく、戦闘行為の犠牲になる危険性が高い業務でもない。運送していた荷物も、兵器や軍需物資ではなく養蚕に必要な「蚕座紙」であった（養蚕により製造された絹糸が軍需品の原料となるという程度でしか軍事行為と関連がない）。
　　　　これらの者が補償を受けられるのであれば、それ以上に危険な空襲の火の海の下に縛り付けられた民間被災者も当然のこととして補償を受けられるべきである。
（４）戦時災害以外の理由で傷病を受けた者
　　　　１９６１（昭和３６）年には、「戦時災害要件」が撤廃され、戦闘や空襲以外の理由による傷病死の場合も援護対象とされた（７条・２３条。昭和３６年法第１３４号。）
　　　　法律の名称は「戦傷病者」への援護法であるが、その援護対象は「戦傷病者」に限られないこととなった。つまり、“少しでも戦争遂行に役立つことをした者に対しては、戦争以外の原因で傷病を受けた者も援護する”という法律へと一大転換を遂げたのである。
　　　　この法改正により、同法による援護対象は一段と増加した。援護対象が広がる一方で、民間の空襲被災者だけが置き去りにされるという状況は一層明確さを増したのである。
（５）非戦地の有給の徴用者
　　　　１９６１（昭和３６）年には、国内の非戦地勤務の有給軍属のうち被徴用者が「準軍属」に加えられた（２条３項６号。昭和３６年法第１３４号。）。
　　　　これは、軍人ではない有給の事務職員や補助員などであり、その多くは公務員の身分をもたない者である。いわゆる前線での戦闘行為に参加する者ではなく、非戦地で勤務する者であるが、空爆・空襲の標的となりやすい軍事拠点や要塞地域で勤務しているために、空襲で死亡した者が多数存在した。そのような者は、前線で戦闘行為をする軍人と同様に生命・身体への危険を受ける地位にあるために、手厚く補償することとしたのである。
　　　　そうであるならば、空襲の標的となった大都市に居住しているために被害を受けた民間被災者も、同様に生命・身体への危害の可能性は重大であったのであるから、同等に補償されるべきである。
（６）民間会社である満鉄社員
　１９６３（昭和３８）年には、民間会社である南満州鉄道株式会社の従業員のうち、軍部の要請を受けた業務に従事していた者が「軍属」に加えられた（２条１項４号。昭和３８年法律第７４号。）。
　　　　南満州鉄道は国策会社ではあるが、その従業員は国と雇用関係にない。その業務内容の一部には、軍事物資や兵士の輸送もあったが、従業員自身が戦闘行為に参加することはなかった。したがって、軍人と同様の危険性を受ける業務とはいえない。
　　　　それでも、鉄道施設や車両が空爆・空襲の標的となり犠牲になることも多かったために、一定の軍事関連業務に従事していた鉄道職員も援護対象とされることになったのである。
　　　　空襲により身体に危険が及ぶ可能性という点では、満鉄職員と民間の空襲被災者との間で重大な区別を設けるべき理由はない。
（７）兵士や武官ではない公務員
　　１９６４（昭和３９）年には、従軍文官（兵士・武官ではないが従軍勤務していた公務員）までも「軍人」に加えられた（２条１項１号後段。昭和３９年法律第１５９号。）
　　　　これには、戦闘行為の最前線ではない軍事拠点（物資中継地点や連絡拠点など）に勤務していた者も多く含まれる。非戦地である中国の都市の陸軍司令部に勤務していた書記官や警察官も、陸軍部内文官として、援護の対象となった（甲Ｂ４０号証「援護法Ｑ＆Ａ」４０～４１頁）。
　　　　直接の戦闘行為に従事している訳ではないという点では、身体・生命への危険性の度合いは民間人被災者と同じであり、これらの者と援護の有無において重大な格差を設ける合理的理由はない。
（８）満州で軍事工場などに動員された民間人
　１９６６（昭和４１）年には、満州で国民総動員法により動員された民間人（おもに動員学徒）も「準軍属」に加えられた（２条３項１号後段。昭和４１年法律第１０８号。）
　　　　これも、前述した国内での民間徴用者と同様に、国との雇用関係にある者ではないうえ、戦闘行為による死傷の危険性が高いものではない。これらの者を、民間被災者とは区別して特に手厚く補償することに合理的理由はない。
（９）隣組で指名された防空担当者
　１９６９（昭和４４）年には、隣組や町会を通じて指名された防空担当者（防空監視隊員）が「準軍属」に加えられた（２条３項７号。昭和４４年法律第６１号。）
　　　　これは防空法（甲Ａ２３号証）６条により地方長官から従事命令を受けて防空を担当することになっているが、その実態は各隣組において形式的に数名ずつ指名された者が氏名を役所に届け出て、空襲警報発令時に見回りや警戒を義務付けられたというものである。一般市民と比較して特段の資格や能力を要求された者ではなかった。
　　もちろん、これらの者は国と雇用関係にある者ではない。そのうえ、強度の防空義務・消火義務を課せられて空襲から逃げることを禁止された点では、他の民間被災者も同じ立場にあった。
　　　　したがって、民間の空襲被災者のうち防空担当者（防空監視隊員）のみを取り出して援護の対象とすることには何ら合理的理由はない。
（１０）隣組で指名された警防団員
　１９７４（昭和４９）年には、隣組や町会を通じて指名された警防団員や、防空業務に従事する民間の医療従事者、児童生徒や教員により編成された学校報国隊の防空補助員が「準軍属」に加えられた（２条３項７号。昭和４９年法律第５１号。）
　　　　これも、前述の防空担当者（防空監視隊員）と同様に、隣組ごとに数名ずつを指名して防空義務の遂行を確認する役割を担ったというだけの者である。この者だけが特に他の民間人よりも重大な危険性を帯びた職務を遂行していた訳ではない。むしろ、警防団員は市民を監視する役割を担い、空襲警報時は「逃げるな」、「消火活動をしろ」という命令を発する立場にいたのであるから、一般市民を危険な状態に追い込む役割を担っていたともいえる。このような者だけを特に他の民間人と区別して援護する必要はない。
４　通達により更に広げられた援護対象
　　　上記にみた明文改正のほか、通達によっても同法による援護対象は広げられた。その例を以下に示す。
（１）赤十字社の救護員
　　　　１９５３（昭和２８）年の通達により、日本赤十字社の救護員のうち軍部から給与支給を受けていた者に対しても「軍属」として援護対象とされることになった（昭和２８年１月２６日援護２５号）（甲Ｂ４１号証２２８２ノ６頁）。さらに１９５８（昭和３２）年には、軍部から給与支給を受けていなかった者も援護対象に含まれることとなった（昭和３２年６月２９日発護１５９号）（甲Ｂ４１号証２２８４ノ２頁）。
　　　　これらの者は、国と雇用関係になく、軍部の指揮命令下にあった訳でもないが、援護対象に含まれたのである。
（２）従軍報道班員
　１９６３（昭和３８）年には、従軍報道班員も準軍属として援護対象に含まれることとなった（昭和３８年７月１日援発５７１号）（甲Ｂ４１号証２２８４ノ３頁）。
　　　　従軍報道班員は陸海軍組織の一員ではなく、あくまで出身母体の身分（新聞社の社員など）の身分を維持したまま報道の任にあたり、自己の所属する報道機関に記事を配信する役割を担っていた。当然ながら、軍部の指揮命令の下で就労していた訳ではなく、国と雇用関係にある者ではない。
（３）軍需会社の従業員
　１９７４（昭和４９）年には、武器や軍需物資を生産する会社の従業員として以前から就労していた者（いわゆる正社員であり、徴用や動員による者ではない）に対しても、通達により「徴用された者とみなす」という扱いになり、したがって民間の被徴用者と同じく「準軍属」（２条３項１号）として援護の対象となった（昭和４９年４月２日援護１００号）（甲Ｂ４１号証２２８８ノ１頁）。
　　　これらの者は純然たる民間会社の従業員である。国と雇用関係にない。にもかかわらず、不合理にも軍人軍属と同様の補償を受けているのである。

確かに、１９４３（昭和１８）年～１９４４（昭和１９）年の初期空襲は軍需工場や軍事基地を標的としていた。しかし、戦争末期の１９４５（昭和２０）年３月以降、全国の都市が大規模空襲により壊滅的被害を受けたのであり、もはや軍需工場だけが危険という状況ではなかった。

その事実を知りながら、戦後２９年もたってから突如として「軍需工場は空襲を受けたから援護対象とする」などという理由をあげて、あたかも軍需工場の従業員だけが空襲の危険を受けていたかのように援護対象に加えるのは不合理である。
以上にみたとおり、戦傷病者等援護法の明文改正および解釈変更により援護対象が極めて広範囲にわたっている。そのことは同時に、ひとり民間の空襲被災者だけを援護の対象外に置くことの不合理性を一段と明白にしている。
第５　戦時災害援護法を巡る国会審議の状況

　１　序説

空襲被災者の救済の拒否について、これまで被告国は国会等でどのような説明をしてきたのであろうか。

本項（第５）においては、空襲被災者を救済するための立法、すなわち戦時災害援護法を巡る国会審議の状況を紹介するが、その目的は、以下のとおりである。すなわち、

①　空襲被災者救済のための戦時災害援護法の内容が一義的に明確なものであり、繰り返し国会に提出されてきたこと。

②　空襲被災者救済立法を制定しないとして、国が繰り返し主張してきた点（理由付）が国会審議の課程でことごとく論破されてきており、もはや理論的にも具体的妥当性の面からも破綻していること。

③　それにも関わらず国は破綻した理由を繰り返し述べ、空襲被災者の切実な要求に背を向け続けていること。

④　国が救済立法を制定しない行為にもはや何らの合理性・正当性も存在しないこと。

⑤　被告国による救済（立法）を求める空襲被災者らの要求は今もなお続いていること。

　を明らかにすることにある。そして国家賠償法上の違法性追及の観点では、空襲被災者の切実な要求に背を向け続け、意図的・意識的に救済立法を拒否し続けた国会議員の職務上の義務違反を明らかにするものである。

２　戦後から現在までの国の主張の概要

すでに提出している甲Ｂ１２号証の１～１９からも明らかなとおり、１９７３（昭和４８）年の第７１回国会から１９８８（昭和６３）年の第１１２回国会まで、１６年余りに渡って「戦時災害援護法案」の制定について国会において議論されている（戦時災害援護法の具体的内容については別紙４～８の通り）。同法案の参議院での審議経過及び結果については別紙３記載の通りである。

  　　これら国会において、戦時災害援護法提案の野党側は、原告らが本件訴状や今までの準備書面で述べてきたような点を追及し、指摘している。これに対し国は、一般戦争被害者への補償が出来ない理由の答弁として、幾つかの点を述べているが、その概要は以下の４点にまとめられる。
①　国との身分関係、雇用関係、特別権力関係にないこと
②　本土内地は、銃後であって戦場ではないこと
③　援護法は公務であることを要件としていること
④　お金がかかること
　しかしこれらの理由も約１４年間における国会の議論の中で、その理由がなくなってきていることが明らかにされている。以下項目ごとに述べていく。

３　国の主張①「国との身分関係、雇用関係、特別権力関係にないこと」について
　　　戦傷病者戦没者遺族等援護法（以下単に援護法）は１９５２（昭和２７）年３月１２日にできた（救済立法等の経過一覧、別紙１）。この援護法の規定中にある軍人・軍属という要件について、その後多くの戦争被害者の運動などによって、被告国もこれだけには限定できなくなり、その後数々の戦争被害者に広げようとした結果、国との身分関係などの①の要件は崩されていく。

　　　甲Ｂ２号証の赤澤論文でも詳しくこれらの経緯について述べられているが、その後軍属でも不充分となり、準軍属という概念を加え広げようとした。例えば国等の雇用関係・身分関係と言えるか疑問のある警防団等にも拡大し、沖縄では身分関係、雇用関係があり得ない６歳未満の子どもにまで拡大していっている。さらに対馬丸の学童疎開での死亡など数々の一般戦争被害者の補償にまで拡大されているのであって、もはやこの要件（国との身分関係、雇用関係、特別権力関係になること）は破綻しており、本件原告ら民間空襲被害者に対し救済できない理由としては意味をなさなくなっている（現在の援護立法制定状況は別紙２）。
４　国の主張②「本土内地は銃後であって戦場ではないこと」について
　　　甲Ｂ１２号証の１４にあるように、１９８５（昭和６０）年６月の第１０２回国会で、政府委員が「国内におきましては現実に戦闘行為が行われなかったということに鑑みまして、遺族援護法上では戦地として扱うことについては消極的な考え方になっております。」と答弁している（２枚目）。これも一般戦争被害者に保障できない大きな理由となっている。
　　　しかしながら、甲Ｂ１０号証１２９頁では、「戦時中、本邦等において職務に関連して負傷し、また疾病にかかり、これにより死亡した旧軍人又は旧軍人・旧準軍人の遺族に対しても「内地も戦場化した」と言われた太平洋戦争の特殊性に鑑み、扶助料または遺族年金を支給することとし、１９５６（昭和３１）年１２月「旧軍人等の遺族に対する恩給等の特例に関する法律」（昭和３１年法律第１７７号）が制定された」と記述されている。しかもこれは、厚生省（当時）による説明である（甲Ｂ１０号証１枚目の奥書参照、下線は原告ら代理人。なお、同じく厚生省による説明として、「大東亜戦争の様相、特にその末期における様相が、いわゆる内地等をも戦場化するに至った」という表現もある（甲Ｂ９号証２４６頁上段１２行目、下線は原告ら代理人））。

　　　のみならず、上記の１９５６（昭和３１）年１２月の特例法の制定に際しては、衆議院で「過般の太平洋戦争は、近代的科学戦であり、国を挙げての総力戦体制のもとに、国内も戦場化するに至った実情を考慮し・・・」という付帯決議が付されていた（甲Ｂ２号証１１頁１３行目以下。下線は原告ら代理人）。

　　　そして、太平洋戦争当時の軍部自身も、正しくこのような認識を有していた。すなわち、陸軍省報道部校閲による『国民防空書』は、第１次大戦までは「戦線と銃後の区別」が存在していたのに比べ、第２次大戦においては、航空機の発達によって戦争形態が一変し、「国内も戦場」化し、国民全員が敵機来襲に対する国土防衛の戦士だと説いていたのである（甲Ｂ１号証８頁最終行～９頁）。
池谷好治も、「第２次大戦期になると、戦争への総動員体制確立を目指す中、

軍人以外を対象とした援護施策も講じられるように至る」（甲Ｂ１号証６頁下から６行目）、「これら一連の立法は、本土数十万人単位の膨大な原爆・空襲犠牲者数を待つまでもなく、先の大戦が実態として「戦場」と「銃後」を分別しえぬ総力戦であった事実の傍証例といえる」（同書証８頁）と指摘している。
即ち、「内地が戦場化した」ゆえに内地本土で軍人軍属が負傷したりした場合、補償されるよう法改正がされたことからしても、「内地は戦場でないから一般被災者の人には補償されない」という理由は既に崩れているのであり、そのことを国自身（太平洋戦争当時の軍部も、そして戦後の政府（厚生省）も国会（衆議院）も）が認めているのである。

そして、甲Ｂ１４・１５号証、２９～３１号証、甲Ａ１４～６２号証の各書証、及び２００９（平成２１）年６月１日付原告ら第１準備書面第３で詳述したように、近代戦は、空軍による戦略爆撃機が本土にまで襲ってくるようになり、これに対して当時の国は、総力戦を以てこれにあたらなければならないことを法令上規定し、これに従わなければ罰則がついていた。
　　　１９７３（昭和４８）年７月の第７１回国会における斎藤厚生大臣の答弁でも、「大東亜戦争は、私が申し上げるまでもなく、総力戦というようなことで、いろいろな義務を国民が負わされて戦争に臨んだということは、仰せのとおりでございます。」「防空法その他についてやはりこれは何か特別な関係があるのではないかと、こうおもわれるものにつきましては、その都度具体的な例を拾いながら援護法の中で面倒をみるようにしようじゃないか。こういう範囲を拡大して今日まで努力をしておるわけでございます。ただ、問題は一般の社会保障の体系において面倒みると言いましても、その中身が充分でない。これは私もそうだと思います。」（甲Ｂ１２号証の４、６・７枚目）とある。この答弁にあるとおり、本土も（事実上）戦場であったことをもって、被告国は現に補償をしているのである。

さらには、原告ら第２準備書面第２の５でも詳述したように、沖縄戦の犠牲者に関しては、民間被災者の本土と同様に戦場となったことを理由として補償しようとしたが、その後も保護者と同伴していた６歳未満の子どもにも補償が拡大してきている。

このように、一般戦争被害者への援護を適用させないための、「本土は戦場でない」という論理も既に破綻しているのである。
５　国の主張③「援護法は公務であることを要件としていること」について
　　　援護法の補償は「軍人・軍属等の公務上の負傷もしくは疾病又は死亡に関し」とあるように「公務であること」を国会の中で被告国は答弁として述べている。しかしながら、これに関しても、Ｂ１２号証の４の１９７３（昭和４８）年の第７１回国会議事で、須原議員から公務性の点について、「内地にいた軍人・軍属で公務外での特別な事情に関連して、災害により負傷したり病気になったりした者にも援護の措置がとられている。」「あるいは戦地、外地にいた者、軍人・軍属の場合はもっと緩やかで、公務とは一切関係なく戦闘によらない場合でも、自分自身の行為又は重大な過失などによって負傷したり、あるいは病気になったときも援護の対象を受けられる」（同７枚目）として、公務である要件も極めて緩和されている点が矛盾として具体的に指摘されている。
　　　この点について名古屋空襲裁判を紹介した赤澤教授は、甲Ｂ３号証の論文（５０・５１頁）中で、「戦時中の軍部指導者の行為は国賠法１条規定の不法行為に該当するものを上告理由書などで原告側は主張しているが、国はこれに対して、援護法の適用にあって、戦争被害についての公務性という点をあまり問題にしておらず、公務性を厳格に解すると、同じ軍人であって、たまたま家に帰って爆撃にあって受傷したとこなど救済されないはずで、だけれどもそういう場合も実際には（援護法そのものではないが、別に定めた要綱上の措置により事実上）救済しているのではないか」と、この公務性についての矛盾を指摘し、「現実に公務性を問題とせず、戦争による受傷を全部救済するならば、当然民間戦傷者であっても同じように救済されてもよいのではないか」と名古屋裁判で（原告が）指摘していることを紹介している（甲Ｂ３号証５１頁）。

このように「公務性の要件」も既に厳密に貫かれているものではなく、この理由も既に破綻しているのである。
６　国の主張④「お金がかかること」について
　　　お金のかかること、これは例えば甲Ｂ１２号証の８の昭和５３年の第８４回国会において、当時の小沢辰男国務大臣が戦争犠牲者を恩給の対象となる犠牲者・原爆被爆者・その他一般の戦争犠牲者と３区分にしたことを述べ、この時の国会で「その他の一般戦争犠牲者すなわち物心両面にわたり戦争の被害を受けた方々がおられるわけでございますが、これは、そこまで手が回らんので」結局、一般社会保障で充実によってできるだけ対処していこうと答弁している（同１０枚目）。
　　　他の国会でも、軍人軍属には手厚い援護をしながら、また高度経済成長の時代を経た日本にとって、提案の援護法案の補償額からみても手が回らないということが果たして言えるのかなどと野党議員から追求されながらも、これに対して、被告国は一般戦争被害者に援護をする財政的な余裕がないと弁解している。

　　　後に述べる、被爆者援護法の前身である原爆医療法（１９５７（昭和３２）年施行）の策定の段階でも、当初は放射線被害だけでなく熱線被害も救済対象とすることが検討されていながら、結局は「予算の制約により限定せざるを得ない」ことを理由に、放射線被害に限定された経緯が明らかになっている（甲５６号証）。
　　　しかしながら、このような財政上の理由に合理性があるとは到底考えられない。実際にも、甲Ｂ１２号証の４の第７１回国会中で須原議員は「７０年の決算収入額が７兆２９５８億円、７２年の決算見込額ですら９兆１３０９億円、大幅に税収が上がってきている。こうした経済環境の中で、一般の戦争犠牲者に対する国家補償が出来ないはずがない。」「平成年度約３０億円ぐらいの程度の経費ではないですか。３０億円と言えば、四次防に政策が予定されているファントム戦闘爆撃機１機分じゃないですか。」と、追及しているが（同３枚目）、これに対して当時の斎藤厚生大臣は「金があるとかないから、というものではない。できるだけ実現できるように大いに努力したい。」「従来とも私どもは、援護法という考え方は国と特別な何か関係のあるものを中心としていこうではないか、そういうふうな建前をとりながら、出来るだけ範囲を拡大し、援護の巾を広げていこう。こういうふうな今まで従来からやってきた進め方の問題があるわけで、金がないからとかということを申し上げているのではない。」と答えている（同４枚目）。
　　　さらに甲Ｂ１号証（池谷意見書）９７頁でも、国会議事録を引き出しながら、このお金の問題について総括的に「しかし実際、１９７３年に国会提出された戦時災害援護法案が法律施行に要する経費として見込んでいたのは、平年度約３０億円に過ぎなかった。その後に提出された法案の見込額も、例えば１９８１年提出法案では７３億５０００万円、１９８８年提出法案では７５億円であり、同時期、旧軍関係者に対してなされた援護支出との懸隔はまさに桁違いである。１９８０年代、援護法関連の支出は毎年１４００億円を超え、さらに軍人恩給に関しては、この時期、公務関係扶助料が７６０２億円（１９８２年度）、増加恩給が１１５０億円（１９８２年度）、傷病年金が７４１億円（１９８６年度）とそれぞれピークに達している。これらを勘案すれば、「パンドラの箱」的理解を前提にした戦災者援護否定論には、充分再考の余地があったのではなかろうか。」と述べている。

これらの点からも、多大なお金がかかるという点も全く理由にならなくなっているのである。

７　現在も続く国会審議

　　　既に指摘してきた通り、「戦時災害援護法案」は、１９７３（昭和４８）年の第７１回国会から１９８８（昭和６３）年の第１１４回国会まで、１６年半に渡って計１４回も国会に提出に提出された。

そして、１９７３（昭和４８）年７月の参議院社労委では、戦傷病者等援護法の一部を改正する法律案に対し、自民党、社会党、公明党、民社党の４党共同提案による付帯決議案（「一般戦災者に対し、戦時災害による負傷、疾病、障害及び死亡に関する援護の検討を目途として、その実態調査を実施すること」）が提出され、全会一致で可決された（甲Ｂ２号証の２１頁、甲Ｂ１号証の４７頁）。
しかし、その後「戦時災害援護法案」は、残念ながら全１８回において継続審理もしくは審議未了となり、参議院のみすら通過していない（別紙３参議院での審理経過表参照。甲Ｂ１号証３７頁）。

しかしながら、その後もこの問題は決して火が消えたものではなく、国会でも、国会外でもこの運動は続けられ、本件訴訟に至ったものである。２００８（平成２０）年４月には、社民党の福嶋党首が国会（参議院）でも質問し、桝添厚生労働大臣（当時）がこれに対して、戦後処理の政治責任があることを答弁している（甲Ｂ３４号証）。以下、その部分を引用する。

「○福島みずほ（社民党党首）　

・・次に、戦災孤児、私たちの周りにも遺族の人や遺児の人や障害を持った人や、たくさんいるわけですが、外国は、イギリスに対する、ナチス・ドイツの大空襲や様々な空襲の問題に関して、民間人であると何とを問わず、外国人であるとを問わず、一般の空襲に対しても、御存じ、個人に対して補償をしています。日本の軍人軍属の人たちに対して一兆円近くきちっと救済すること、これはもちろん必要です。しかし、一般人は、例えば孤児の人たち、両親も亡くなってしまった、自分も重い障害を負った、何一つ救済はないわけです。そして、委託調査はあるけれども、国自身はその調査をきちっとしておりません。これは余りに不公平ではないかというふうに思いますが、これはやっぱり不作為ではないか。大臣、この点について余りに不均衡ではないか。

　　　　　というのは、戦前は、恩給法と、それから戦争中における被害に遭った者に対する救済法、戦時災害保護法がありました。戦後、この二つは廃止になったんですが、昭和二十八年、恩給法は復活をして、恩給法改正が公布になっております。しかし、戦争中に遭った空襲などによる一般市民被害への国家補償、戦時災害保護法は復活をしないまま一般人は放置されたという事態があります。この点についてはやっぱり余りに不公平ではないかと思いますが、いかがですか。

○国務大臣（舛添要一）

　　　今、外国の例も引かれましたけれども、基本的に、戦病者や戦没者に対する援護年金その他の制度というのは、国が使用者としてその軍隊の、軍人の方々を使ったということの関係でなっているので、我が国には民間の、例えば外国の軍隊による空爆の被害者についての特段の措置はございません。こういうものについてどうするのかと、これはやっぱり我々が、今日はたくさん戦後処理の問題が出てきましたけれども、これはきちんと議論をすべき課題であると思います。
　　　　　それで、福島委員の今の一つの御提案も受け止めさせていただいて、これは厚生労働省としてというよりは、国会議員として、政治家として、こういう問題にきちんと議論を重ねていって、最終的に戦後処理をきちんとやりたいと、そういう思いであります。」（下線は原告ら代理人）

それ以前にも、甲１２号証の１９にあるように、２００２（平成１４）年３

月の１５４回国会でも大脇雅子議員が、戦傷病者戦没者遺族等援護法の改正に関して、次の通り質問している。一般戦災傷病者の問題、空襲等によって被害を受けた人たちの問題について全国調査がされていないことを、国家総動員法の中で国土防衛のために、官民の差なく被災をしたことから、民間一般戦災傷病者が援護を受けられない矛盾を、一般戦傷病者について社会補償体系の中で、障害福祉年金というのについて最も障害の重い一級の人で１３２万円、援護法による最高額が９７２万円というのは大きな格差がありすぎるのではないかの点、ドイツで総べての戦争犠牲者に対し、戦争犠牲者援護法を作って４００万人が補償を受けていることを指摘し、名古屋大空襲で防空壕が潰れて生き埋めになり、爆風で顔面や鼻の高部の骨と目がつぶれてしまった杉山千佐子を紹介し、立法措置による国家補償を求めて３０年間運動を続けていること、日弁連は平和憲法の基本精神は、こうした軍人軍属にのみ限定された戦災者援護の法制は、法の下に平等に反するとの決議を行っていること、国の施策が後手に回ったため、被害者を出したハンセン病訴訟、Ｃ型肝炎などと同様に国としての謝罪が必要だということを指摘している。

これに対して坂口国務大臣は前記に述べた国の主張（身分・雇用関係等の要件論）などを述べているが、将来に向けての機関の立ち上げという問題に関しては、「そこは一つ歴史の忘却の中に沈まないようにお話し合いいたしまして、どこになりますか、どこが中心になりますか判りませんけれども、一つ充分な検討をさせていただきます」（下線は原告ら代理人）と答えているのである（甲Ｂ１２号証の１９、１７枚目）。
　　　以上に述べた通り、立法府における議論も決して終わってしまった訳ではなく、現在までずっと、問題とされ続けている。現実に２００７（平成１９）年には、民主党内閣部門会議（当時）が杉山千佐子からヒアリングを行い、後に「民間戦争犠牲者棟に対する見舞金の支給等に関する法律案（仮）骨子」「骨子の検討に係わる論点」が作成されたことがある（甲Ｂ１号証、９０頁）が、このときは国会提出には至らなかった（別紙１）。

被告国は一般戦災被災者・空襲被災者の救済問題から逃げるべきではなく、その解決に向けた真摯な努力こそが求められているのである。また司法裁判所においては、このような敬意を経てもなお民間空襲被災者への救済が放置され続けていることの違法性（平等原則違反・人格権侵害）を明確に認定するべきなのである。

第６　原爆被爆者の場合との比較――空襲被災者切り捨ての理屈

１　序説

　　　これまで原告らは、国との雇用関係や特別権力関係にあった者に限定して救済立法化が図られてきた施策について、それが理論的にも具体的妥当性の面からも、いずれも破綻しているというほかないことを様々な観点から述べてきた。特に、原告ら第２準備書面では、沖縄戦被災者との比較の観点から、空襲被災者を切り捨てることの違法性と不当性を指摘した。

ここでは、さらに原爆被爆者に対する救済立法の過程を検討することによって、被爆者救済立法過程における国の空襲被災者排除の理屈を検証し、その著しい不当性を明らかにすることによって、原爆被爆者との比較の点から見ても、空襲被災者を救済の対象から排除することは違法かつ不当であることを論ずる。

　　　まず、原爆被爆者の救済立法である被爆者援護法を貫いている基本的な考え方の背景について述べ、それが本件における被告の主張にも反映していることを指摘した上で（後述２）、空襲被害者の救済についての問題点を論じる（後述３）。

　２　原爆被爆者援護についての被告国の考え方

（1） 旧原爆医療法の制定――「予算の都合」で除外された熱線被害
別紙１の救済立法の「時系列表」にもある通り、戦後の被爆者救済立法の画期となったものは、１９５７（昭和３２）年に制定された「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律」（旧原爆医療法）である。

ところが、この旧原爆医療法の制定の段階では、当初は放射線被害だけでなく熱線被害も救済対象とすることが検討されていながら、結局は「予算の制約により限定せざるを得ない」ことを理由に、放射線被害に限定された経緯が、つい最近明らかになった（甲５６号証）。もしこのとき、放射線被害だけでなく熱線被害も救済対象とされていたならば、空襲の被災者も原爆被爆者と同様に救済されていたであろう。
その後、１９６８（昭和４３）年には「原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律」が制定された。以後１９９４（平成６）年に「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」いわゆる被爆者援護法が制定されるまでは、上記２法（いわゆる原爆２法）に基づき原爆被爆者救済措置が実施されてきた。

（2） 基本懇の設置と「当申」の内容

　このような経過の中、原爆被害に関する問題についての基本的な考え方を明らかにするとともに、被爆者対策における制度の基本的な在り方について検討するため、１９７９（昭和５４）年６月、厚生大臣の私的諮問機関として、原爆被爆者対策基本問題懇談会（略称「基本懇」）が設置された。

１９８０（昭和５５）年１２月１１日、基本懇は「答申」を出し、その中で「原爆被爆者対策の基本理念」として、以下の通り述べている（甲Ｂ３５号証）。

　　　　「およそ戦争という国の存亡をかけての非常事態のもとにおいては、国民

がその生命・身体・財産等について、その戦争によって何らかの犠牲を余儀

なくされたとしても、それは、国をあげての戦争による「一般の犠牲」とし

て、すべての国民がひとしく受忍しなければならないところであって、政治

論として、国の戦争責任等を云々するのはともかく、法律論として、開戦、

講和というような、いわゆる政治行為（統治行為）について、国の不法行為

責任など法律上の責任を追及し、その法律的救済を求める途は開かれていな

いというほかはない。」

　　　　ここでは、まず冒頭のところで、いわゆる「戦争損害受忍論」が展開されている。その中で、戦争による被害＝「一般の犠牲」である、という定式が立てられている。この定式は、すぐ後で述べる原爆被害＝「特別の犠牲」という定式と対を成しており、基本懇「答申」を最後まで貫く考え方となっている。

　　　　続けて、「答申」は以下のように述べる。

「原爆被爆者の犠牲は、その本質及び制度において他の一般の戦争損害とは一線を画すべき特殊性を有する「特別の犠牲」であることを考えれば、国は原爆被爆者に対し、広い意味における国家補償の見地に立って被害の実態に即応する適切妥当な措置対策を講ずべきものと考える。」

このように、原爆被害は「特別の犠牲」であるから救済されるべきであるが、それ以外の被害（空襲被害）は「一般の犠牲」であって救済されなくても仕方がない、という考え方が明確に打ち出されている。

　　　　そして結論的に「答申」は、広い意味における国家補償の見地に立って被害の実態に即応する適切妥当な措置対策の具体的意味として、「今次戦争の過程において原爆被爆者が受けた放射線による健康被害すなわち「特別の犠牲」について、その原因行為の違法性、故意・過失の有無等にかかわりなく、結果責任（危険責任といってもよい）として、戦争被害に相応する「相当の補償」を認めるべき」とするのである。

　　　　このような基本懇「当申」の「基本理念」を背景にして、現在の被爆者援護法は制定されているのである。

　（３）基本懇「当申」を踏襲する被告国の主張
被告は、２００９（平成２１）年３月４日付答弁書（１１頁）において以下の通り述べている。

「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律は、「原子爆弾の投下の結果として生じた放射線に起因する被害が他の戦争被害とは異なる特殊な被害であること」により制定されたものであって（同法前文）、これらの法律により援護の対象となる者は、一般国民と異なるものとしての保護を受ける合理性を有するものであるから、空襲被害者に対する立法の不作為が、憲法１４条の定める平等原則に違反することが明らかな場合であるとはいえない。従って、空襲被害者に対する立法不作為が、国賠法１条１項の適用上違法となる余地はなく、原告らの主張は失当である。」

　　　ここでの国の主張は、原爆被害は「特殊な被害」であるのに対して、空襲被害者はそうではない、という論理に依拠しており、明らかに、前記基本懇の「答申」をそのまま踏襲している。そして、このような国の立場からすれば、原爆投下に基づく放射線に起因する被害だけが救済されるべき被害であり、原爆以外の空襲被災に伴う被害は、例えそれが、全身の皮膚が熱で溶けて垂れ下がり、傷口からウジがわくような状態をもたらす極めて非人道的なものであったとしても、救済しなくてもよい被害だ、ということになる。すなわち、落ちてきたのが１発の原子爆弾であったか、それとも無数の焼夷弾（１９４５（昭和２０）年３月１０日の東京大空襲で使用された焼夷弾は、わずか一晩で３８万１３００発にのぼる）であったかによって、このような著しい差異が生じることになるのである。

３　被告国の考え方の不当性

（1） 戦争損害受忍論自体の不当性

　　まず最初に指摘しておかなければならないことは、戦争損害受忍論それ自体の不当性である。被告は、原子爆弾による被害だけを「特別犠牲」として救済する一方で、焼夷弾による被害は「一般犠牲」だとしてその救済を拒否し続けているが、このような考え方は、戦争損害受忍論を前提にするものだからである。

しかし、これまでにも繰り返し指摘してきた通り、このような「受忍論」を展開することにより、あらゆる戦争損害を一旦法的救済の枠外に置き、救済の有り様を全て政治問題に帰着させてしまうという考え方は、厳しく批判されなければならない。これでは、いかなる被害が救済され、いかなる被害が放置されることになるのかについて検討することが不可能となり、憲法１４条に違反するような差別が生じているか否かについて、立法者の思考停止をもたらしかねないからである。

言うまでもなく、いかに国会の立法に裁量があるとしても、国家権力がすべて憲法のもとにあるものである以上、これが憲法に規制されない全くの自由裁量であるなどということはあり得ない。

この意味で、「憲法の枠外にあるが立法裁量」などという主張は背理である。

この点は何度繰り返し指摘しても良いほど重要な点である。

（2） 原爆被害のみを「特別の犠牲」とすることの不当性

戦争損害受忍論自体の不当性もさることながら、仮にこの点を一旦置くと

しても、原爆被害のみを「特別の犠牲」として救済する一方で、空襲の被害は「一般の犠牲」としてその救済を否定することは、これまた極めて不当な考え方である。

たしかに、原爆による被害が、焼夷弾等による空襲被害とは異なった一面

を持つことは事実である。それは主に、原子爆弾が強い放射線を広範囲に放出する特質を有しているために、時間が経過しても症状が増悪する可能性が高い、という、放射線の持つ「晩発性」の特質に起因する。

　しかし、広く国民の間で原爆被爆者の救済の必要性が認識されてきたのは、それが単に放射線被害だったからではない。それは、原子爆弾という、人類史上最悪の大量殺戮兵器が実際に使用された、という事実の重みの故に、「特別の犠牲」とされ、救済の必要性が認識されてきたのである。

それでは、空襲による被害はどうか。焼夷弾による被害は、原子爆弾によ

るそれと比べても、決して軽微なものではない。例えば、１９４５（昭和２０）年３月１０日の東京大空襲では、一晩のうちに約１０万人が死亡したが、同年８月９日の長崎の原爆で死亡したのは約８万人である。無論、被害の大きさ・深刻さは、単純に死者の数だけで判断できるものではないが、空襲による被害が原爆によるそれに比肩しうるものであることの一つの例証であることは間違いない。

　また、このとき使用された焼夷弾は、原告ら第１準備書面１８頁でも述べたように、新たに開発された極めて着火力の強いＭ６９焼夷弾で、投下されると、集束していた帯が解かれ、バラバラになって地上に降り注いだ。これは、被害が瞬時にして広範囲に拡大するように作られた、極めて残虐な兵器であった（甲Ａ６号証１４頁の図参照）。このように、発射された後にバラバラになって広範囲に被害を発生させる兵器としては、国際条約で禁止されているクラスター爆弾の例がある（クラスター条約には日本も署名しており、条約文の和訳を外務省のホームページで見ることができる）。

　　実際の被害の状況も、焼夷弾による被害は原子爆弾によるそれとなんら異なるところはなかった。空襲直後の町は、原爆投下直後の町と同じように、川には水を求めて人々が殺到し、町を歩く人の中には皮膚が熱で溶けて垂れ下がっている状態の人があった。多くの人が病院へ担ぎ込まれ、すぐに病院では収容しきれなくなり、あちこちにけが人がそのまま寝かされた。けがを負った人の傷口からは、やがてウジがわきだした。

　　このような悲惨な被害が、なぜ救済を要しないのか。原子爆弾による被害を「特別の犠牲」として救済するのであれば、同じように過酷な被害にあった焼夷弾による被害者も、やはり「特別の犠牲」として救済されなければならないのである。

　　（３）憲法の要請

　　　仮に基本懇「答申」のいう「結果責任に基づく国家補償」という概念に立つとしても、それは、「特別な犠牲」に対してはきちんと補償することにより、国民相互間の負担の実質的EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(・・),平等)をはかるというものである。それゆえ、「特別の犠牲」に当たるか否かの区分の判断基準となるのは、結局、個人の尊厳（憲法１３条）と法の下のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(・・),平等)（同１４条）の理念に他ならないのである。

すなわち、仮に国のなした戦争行為が不可避のものであり、国民から見て回避不可能な非常事態であったという考え方（違法行為に対する国家賠償請求の対象ではなく、国による補償対象であること）を前提とするとしても、どこまでの被害が「一般的に甘受しなければならない被害」であり、どこからが「全国民の負担により救済されるべき特別の被害」であるかは、個人の尊厳（憲法１３条）と法の下の平等（１４条）の理念の観点から、慎重かつ実質的に判断するべきものであって、決して「放射線による被害か否か」などといった恣意的な割り切り方であってはならないのである。

この観点から基本懇「答申」を見た場合、基本懇の最大の問題点は、この「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(・・),一般)の犠牲」という概念を、何らの論証もなく簡単に「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(・・),一般)戦災犠牲者」にすりかえて、意図的に誤用したことにある。その結果、補償を要する範囲（特別の犠牲）が、放射線障害に限定されてしまったのである。

この基本懇の意図は明確である。すなわち、被爆者に対する救済措置がひいては、空襲の一般戦災者にまで及ぶことになるのを防ぐため、「特別の犠牲」を「放射線障害」にあえて限定したのである。

先にも指摘したように、旧原爆医療法が制定されたとき、当初は熱線被害も救済対象に含めることが検討されながら、結論的には放射線被害だけが救済対象とされ、熱線被害は除外されてしまったが、それは「予算上の制約」からであって、特段の理論的根拠があるわけではなかった。ところが、このことが後々になって、放射線被害だけを「特別の犠牲」と位置づける不当な理屈を産む土壌となったと考えられる。

しかしながら、既に述べたように、多様な戦争被害のうちの「放射線障害」だけを、補償を要する「特別の犠牲」とする合理的な理由は全くない。もちろん、放射線障害に対する特別な手当の必要性は論を待たないとしても、他の空襲被災者についても、本件原告らのように生命、健康、ないし生存に密接にかかわる被害を被った場合については、これを「特別の犠牲」として補償をなすのが、個人の尊厳を最高の価値とし、法の下の平等を謳う日本国憲法の要請であるというべきである。

５　本項のまとめ

　　既にこの間、原告らの訴状及び準備書面において繰り返し述べてきたところであるが、原告ら一般民間空襲被災者は、日本国憲法の統治下において、何重にも差別され、そして切り捨てられてきた。

それは、時により国との雇用関係や特別権力関係がないという理由で、また時には公務に基づくものでないという理由で、あるいは「戦地にいなかった」という理由で、あるいは「特別の犠牲」を被っていないという理由であった。

原告らも、他の「軍人」「軍属」「準軍属」「被爆者」「沖縄戦経験者」などと同じく戦争による犠牲者である。そして平等に人間としての尊厳を有し基本的人権を享有するものである。その上で空襲被害により、他の戦争被害者と同様、それぞれに筆舌に尽くしがたい苦難の人生を歩んで来た者である。

どうして原告らだけが日本国憲法下において、差別され続けなければならないのか。どうして原告らだけが、切り捨てられ、放置され続けなければならないのか。この差別の継続と放置は憲法上是認されうるものなのか。

救済の要否を、対等・平等の目線、すなわち人間としての被害者の立場に立つのではなく、上から目線、すなわち救済立法を制定する側（国）の観点に立ち、選別の視点で、被災者に「軍人」「軍属」「準軍属」「被爆者」「沖縄戦経験者」などのレッテルを貼り付け、それ以外の範疇の被害者と差別することが本当に許されることなのか。これまでの国の行為は人間の尊厳を否定し続ける差別行為・違法行為ではないのか。この点こそが、本件訴訟で原告らが裁判所に問いかけるところである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
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